


顧客先の意向をよく理解し、専門的技術的見地からも真心と親切心を持って、喜ばれ満足される心のこもった仕事を納めよう

正しく受け、正しい判断で正しい指示により、正しい方法で正しい時間に、確実な確認を怠らず、正確に仕事を納めよう

打てば響く（以心伝心）即時即行の実施を旨とし、顧客先に対し絶対の安心感と信頼感を得るべく、日々努力を惜しまず修めよう



榎本 智仁
代表取締役社長

株式会社ＳＳ

松下幸之助の言葉に企業とは、「社会の公器」である。と一説があります。

「自分たちの利益だけを追求するものではなく、社会全体・公の利益にも適う必要があり、そのようにふるまわなければならない」

私は、まさにＳＳが目指していく先にある言葉だと思っています。

弊社の、業務は仮設事業です。

住宅や、工場、高所の作業や安全の確保を保つ仕事です。

新築やリフォームをするための仮設工事だけではありません。

我が国日本で大災害が起きればインフラの復旧作業や新設さらに仮設で行うものに限りがありません。

社会にはなくてはならない事業です。そんな事業にも変革が起きています。

旧体質で怠慢な経営では、従業員やその家族を守っていくことはできません。

もっと先進的に、グロ―バルな視野を持ち、公での存在価値を高めていかなければなりません。

弊社では、独自のＩＴシステム構築し業務の効率化を図り、労働環境の改善や、労働時間の短縮をはじめに、福利厚生の充実、

職人の生活と安全を確保し、海外人材の育成に力を入れ展開し、商工会や雇用主会など各街づくりやボランティア団体で活動し

「社会の公器」となれるよう邁進していきます。

最後となりますが、弊社では多くの従業員が生活基盤を構築するよう従業員一丸となり努力しています。

一般に私たちの業務は３Ｋと言われてしまう仕事となってしまいました。

高所で作業するということは多くの危険が伴っています。

毎年多くの方が命を落としています。

そんな危険な作業をする従業員たちの社会的な地位やイメージを改善するために努力していきたいし多くの方に理解していただけるよう

活動していきたいと思います。いつか、弊社が安全で・生活も安定でき・さらにあこがれる職業になれるよう努めていきたいと考えます。



沿革

“創業”
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熱中症対策



マナー研修

文部科学省後援サービス接遇検定一級優秀賞受賞
文部科学省後援ビジネス文書技能検定一級
文部科学省後援ビジネス電話検定実践級
全米TPI認定 ビジネスコーチング ファシリテーター取得



生産性向上研修

主催

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構愛知支部
中部職業能力開発促進センターポリテクセンター中部



安全大会・技術講習



新型コロナウィルス対策



車両管理



国土交通省による勉強会
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従来の吊り足場 クイックデッキ
写真提供：日綜産業株式会社

令和元年度『準推奨技術』（新技術活用システム検討会議
（国土交通省））登録番号：TH-150007-VE

クイックデッキ（先行床施工式フロア型システム吊足場）



施工実績一覧/年間

住宅
リフォーム

集合住宅
リフォーム

新築

大型工事
大型物件

プラント

８２５棟

２５０棟

１６０棟

７０現場

２１０現場



Click

HERE

Click

HERE

https://www.mlit.go.jp/common/001226491.pdf
https://www.mlit.go.jp/common/001226489.pdf


１．プログラム策定の趣旨

日本全体の生産年齢人口が減少する中、建設業の担い手については概ね１０年後に団塊世代の大量離職が見込まれ
ており、その持続可能性が危ぶまれる状況です。建設業は全産業平均と比較して年間300時間以上の長時間労働と
なっており、他産業では一般的となっている週休２日も十分に確保されておらず、給与についても建設業者全体で
上昇傾向にありますが、生産労働者については、製造業と比べて低い水準にあります。将来の担い手を確保し、災
害対応やインフラ整備・メンテナンス等の役割を今後も果たし続けていくためにも、建設業の働き方改革を一段と
強化していく必要があります。 【別紙Ｐ．６参照】
政府では、昨年３月の「働き方改革実行計画」を踏まえ、これまで、関係省庁連絡会議の設置や「適正な工期設定
等のためのガイドライン」の策定など建設業の働き方改革に向けた取組を進めてきたところです。また、建設業団
体においても、働き方改革４点セット（週休２日実現行動計画等）の策定など業界を挙げた取組が進展しています。
国土交通省では、この流れを止めることなくさらに加速させるため、今般「建設業働き方改革加速化プログラム」
を策定しました。今後、長時間労働の是正、給与・社会保険、生産性向上の３つの分野で新たな施策について、関
係者が認識を共有し、密接な連携と対話の下で施策を展開してまいります。



建設業働き方改革加速化プログラム 別紙

生産性向上長時間労働の是正

罰則付きの時間外労働規制の施行の猶予期間（５
年）を待たず、長時間労働是正、週休２日の確保を図
る。特に週休２日制の導入にあたっては、技能者の多
数が日給月給であることに留意して取組を進める。

○各発注者の特性を踏まえた適正な工期設定を推進
する

・昨年８月に策定した「適正な工期設定等のためのガイド
ライン」について、各発注工事の実情を踏まえて改定す
るとともに、受発注者双方の協力による取組を推進する

・各発注者による適正な工期設定を支援するため、工期設
定支援システムについて地方公共団体等への周知を進め
る

○ 生産性の向上に取り組む建設企業を後押しする

・中小の建設企業による積極的なICT活用を促すため、公
共工事の積算基準等を改善する

・生産性向上に積極的に取り組む建設企業等を表彰する
（i-Construction大賞の対象拡大）

・個々の建設業従事者の人材育成を通じて生産性向上につ
なげるため、建設リカレント教育を推進する

○ 週休２日制の導入を後押しする

・公共工事における週休２日工事の実施団体・件数を大幅
に拡大するとともに民間工事でもモデル工事を試行する

・建設現場の週休2日と円滑な施工の確保をともに実現さ
せるため、公共工事の週休2日工事において労務費等の補
正を導入するとともに、共通仮設費、現場管理費の補正
率を見直す

・週休２日を達成した企業や、女性活躍を推進する企業な
ど、働き方改革に積極的に取り組む企業を積極的に評価
する

・週休２日制を実施している現場等（モデルとなる優良な
現場）を見える化する

○仕事を効率化する

・建設業許可等の手続き負担を軽減するため、申請手続
きを電子化する

・工事書類の作成負担を軽減するため、公共工事におけ
る関係する基準類を改定するとともに、IoTや新技術の
導入等により、施工品質の向上と省力化を図る

・建設キャリアアップシステムを活用し、書類作成等の
現場管理を効率化する

i-Constructionの推進等を通じ、建設生産システム の
あらゆる段階におけるICTの活用等により生産性 の
向上を図る。

○限られた人材・資機材の効率的な活用を促進する

・現場技術者の将来的な減少を見据え、技術者配置要件の合
理化を検討する

・補助金などを受けて発注される民間工事を含め、施工時期
の平準化をさらに進める

○ 日本全体の生産年齢人口が減少する中、建設業の担い手については概ね１０年後に団塊世代の大量離職が見込まれており、その持続可能性が危ぶまれる状況。
○ 建設業が、引き続き、災害対応、インフラ整備・メンテナンス、都市開発、住宅建設・リフォーム等を支える役割を果たし続けるためには、これまでの
社会保険加入促進、担い手３法の制定、i-Constructionなどの成果を土台として、働き方改革の取組を一段と強化する必要。

○ 政府全体では、長時間労働の是正に向けた「適正な工期設定等のためのガイドライン」の策定や、「新しい経済政策パッケージ」の策定など生産性革
命、賃金引上げの動き。また、国土交通省でも、「建設産業政策2017＋10」のとりまとめや６年連続での設計労務単価引上げを実施。

○ これらの取組と連動しつつ、建設企業が働き方改革に積極的に取り組めるよう、労務単価の引上げのタイミングをとらえ、平成３０年度以降、下記３
分野で従来のシステムの枠にとらわれない新たな施策を、関係者が認識を共有し、密接な連携と対話の下で展開。

○ 中長期的に安定的・持続的な事業量の確保など事業環境の整備にも留意。
※今後、建設業団体側にも積極的な取組を要請し、今夏を目途に官民の取組を共有し、施策の具体的展開や強化に向けた対話を実施。

○ 重層下請構造改善のため、下請次数削減方策を検討する

建設業働き方改革加速化プログラム

給与・社会保険

技能と経験にふさわしい処遇（給与）と社会保険加
入の徹底に向けた環境を整備する。

○ 技能や経験にふさわしい処遇（給与）を実現する

・労務単価の改訂が下請の建設企業まで行き渡るよう、発
注関係団体・建設業団体に対して労務単価の活用や適切
な賃金水準の確保を要請する

・建設キャリアアップシステムの今秋の稼働と、概ね５年
で全ての建設技能者（約３３０万人）の加入を推進する

・技能・経験にふさわしい処遇（給与）が実現するよう、
建設技能者の能力評価制度を策定する

・能力評価制度の検討結果を踏まえ、高い技能・経験を有す
る建設技能者に対する公共工事での評価や当該技能者を雇
用する専門工事企業の施工能力等の見える化を検討する

・民間発注工事における建設業の退職金共済制度の普及を
関係団体に対して働きかける

○社会保険への加入を建設業を営む上でのミニマム・
スタンダードにする

・全ての発注者に対して、工事施工について、下請の建設
企業を含め、社会保険加入業者に限定するよう要請する

・社会保険に未加入の建設企業は、建設業の許可・更新を
認めない仕組みを構築する

※給与や社会保険への加入については、週休２日工事も
含め、継続的なモニタリング調査等を実施し、下請まで
給与や法定福利費が行き渡っているかを確認。



建設業働き方改革加速化プログラム 別紙

マネジメント・コミュニケーション能力

建設キャリアアップシステムと技能者の能力評価制度の構築

保有資格

2016.06.20登録基幹技能者

技能講習

型枠

玉掛け

特別教育 ロープ高所作
業

2008.05.21

2005.11.09

退職金共社会保険加入状況

建保〇 協会建保 建退共

済

〇

年金 〇 厚生年金

雇用 〇 －－－

技能者の就業履歴

技能者情報のイメージ

ＩＤ 123456789012

氏名 建設太郎

生年月日 Ｓ55 1980/07/28

技能者の保有資格や社会

保険の加入状況をシステ
ム 上で確認することが可
能に

就業履歴情報のイメージ

雇用事業者 現場名 就業年月 就業日数

〇〇建設 ××ビル 2019.6 22日

〇〇建設 □□住宅 2019.7 19日

〇〇建設 国道△△号 2019.8 11日

計 3現場 52日

【技能者情報】
・本人情報

【事業者情報】
・商号
・所在地 ・保有資格
・建設業許可情報等 ・社会保険加入状況等

【現場情報】
・現場名
・工事の内容等

※システム運営主体
（一財）建設業振興基金

現場入場の際に読み取り

ピッ！

技能者にカードを交付

〇「建設キャリアアップシステム」は、技能者の資格、社会保険加入状況、現場の就業履歴等を業界横断的に登録・
蓄積する仕組み

〇システムの構築に向け官民（参加団体：日建連、全建、建専連、全建総連 等）で検討を進め、平成３０年秋に運用開始予定

〇運用開始初年度で１００万人の技能者の登録、５年で全ての技能者（３３０万人）の登録を目標

＜システムの概要＞

①技能者情報等の登録 ②カードの交付・現場での読取 ③システムによる就業履歴の蓄積

経験
（就業日数）

知識・技能
（保有資格）

システムにおいて
客観的に把握可能

建設技能者の
能力評価制度
の対象

＜能力評価の
イメージ＞

〇平成２９年度末までに中間とりまとめ、平成３０年夏頃までに制度の枠組みを提示
〇能力評価制度による評価結果について、公共工事での活用を検討

技能者の客観的
かつ大まかな
レベル分け

処遇改善の土台作り）（

〇専門工事企業の施工能力等
の見える化への連動

〇カードの色分け
（キャリアパスの提示や
技能の対外的ＰＲ）

システムに登録・蓄積された情報を活用し技能者の処遇改善が図られる環境を整備

【評価結果の活用例（処遇改善の実現）】

【見える化の対象項目（イメージ）】
・所属する技能者のレベル・人数 など

登録基幹技能者講習や
職長経験により把握可能

→ 高いレベルの職人を育て、雇用する
企業が選ばれる環境を整備

〇レベル分けを参考とした
技能者の適切な処遇の実現
【活用イメージ】
登録基幹技能者に準じたレベルの
技能者のうち、現場で働きぶりが
優秀な者に対して手当支給

（参考）優良技能者認定制度（日建連）
登録基幹技能者のうち、現場での働き
ぶりが優秀な者に対して、元請企業が
手当支給

現場で発揮される能力



現場調査依頼の効率化 工程の事前連絡 工事予定の工程確認緊急を要するご連絡

0565-41-4457

SSカスタマーサポートセンター
SS  Customer Support Center

sscsc@ss-asiba.co.jp

御社の営業活動の効率化の為にご活用ください!



↓下記クレジットカードに対応↓

工事代でポイントが溜まる！



施工事例集











キャリアプラン



将来のイメージ

18歳 21歳
～
23歳

25歳
～
30歳

35歳
～
40歳

45歳
～
55歳

55歳
～
65歳

・現場での作業の仕方
・資材の基礎知識
・足場組上げ技術
・体力強化
・安全の重要性

・現場での作業の仕方
・資材の知識
・足場組上げ技術
・顧客との対応能力

・工程管理
・作業員管理
・作業員育成
・顧客との対応能力

・部門管理
・工程管理・現場管理
・作業員教育
・顧客対応

65歳以降も
働ける選択肢
があります。

入社
STEP
UP

STEP
UP

STEP
UP

STEP
UP

STEP
UP

管理職や
現場の
スペシャリストへ

役員になって
会社をリード！

職長

各現場での
手元作業

現場の主担当として
現場作業・現場管理

主任として
現場管理、部署管理

管理職への
ステップアップ

昇進モデル及び年収

新卒／若年者中途採用 ～300万円

技 能 者

～３７０万円

職 長

～５６０万円

管 理 職

～７００万円

役 員

７００万円～

課長主任

部長

ライフサイクル例

【 独 身 期 】 【家族形成期】 【家族成長期】 【家族成熟期】 【定年期】

20歳 30歳 40歳 50歳 60歳 70歳

入社・結婚準備 結婚・出産・住宅取得 結婚・出産・受託取得・子供の進学
子供の進学・子供の独立

親の介護
定年退職・継続就業
技術継承・若者育成



ワークフロー



Breakthrough thinking in action



CSR私募債発行



アティックアート 活動支援



アティックアート 活動支援



その他取り組み事項



商工会青年部



五常協同組合



Gojo
cooperative association



組 合 概 要

組 合 名

所 在 地

代表理事

出 資 金

取引銀行

公的認証

五常協同組合

〒471-0056 愛知県豊田市白山町二ツ坂23番地3

榎本 智仁

沿 革

組 合 名

2016年11月 設立

3,0４0,000円

中京銀行・豊田信用金庫

監理団体許可(厚生労働省)
許可番号 1806000291

2019年2月 監理団体許可

特定技能(法務省)
許可番号 20登 - 004716

2020年7月 特定技能登録支援機関 登録



事 業 内 容

実習生受入事業

特定技能事業

共同購買事業

共同教育事業



全国仮設安全事業協同組合での取り組み



更生保護の協力雇用主会としての活動



TOCの取り組み


